
※県税交付金…利子割交付金、配当割交付金、株式等譲
渡所得割交付金、地方消費税交付金、自動車取得税交
付金の合計

※その他…地方特例交付金、交通安全対策特別交付金、
寄附金、繰入金、繰越金の合計

予算は、当初に内容を決めた後、状況の変化に応じて補正をします。今回は、最終補正後の予算額を報告します。

国民健康保険特別会計
後期高齢者医療特別会計
急患医療特別会計
住宅新築資金等貸付特別会計

56億4,801万円
7億0,094万円
1億8,473万円
1,398万円

 田川市等三線沿線地域交通体系
整備事業基金特別会計 1億7,912万円

会　計　名 最終予算額
■特別会計の状況

収益的収入
収益的支出
差し引き
資本的収入
資本的支出
差し引き

11億6,184万円
11億0,785万円

5,399万円
2億9,448万円
5億1,074万円

△ 2億1,627万円

59億7,341万円
59億4,803万円

2,538万円
6億8,014万円
9億2,351万円

△ 2億4,337万円

区分 病院事業会計 水道事業会計
■公営企業会計の状況

民生費
138億3,725万円
（48.2%）

土木費
25億0,374万円
（9.4%）

公債費
24億9,760万円
（8.7%）

教育費
27億7,983万円（9.7%）

総務費
24億4,161万円
（8.5%）

衛生費
21億8,918万円
（7.6%）

消防費
8億1,100万円
（2.8%）

農林業費
5億0,519万円
（1.8%）

その他
2億0,222万円（0.7%）

議会費
2億2,715万円（0.8%）

商工費
4億9,821万円(1.7%）

※その他…労働費、災害復旧費、諸支出金、予備費の合
計

286億9,295万円

国庫支出金
66億5,529万円
（23.2%）

地方交付税
70億7,750万円
（24.7%）

市税
51億5,603万円
（18.0%）

市債
27億0,864万円
（9.4%）

県支出金
19億8,581万円
（6.9%）

使用料及び手数料
13億0,957万円
（4.6%）

県税交付金
9億9,860万円
（3.5%）

諸収入
7億4,040万円
（3.0%）

分担金及び負担金
3億8,716万円
（2.6%）

その他
13億1,692万円（2.4%）

地方譲与税
1億4,400万円（0.5%）

財産収入
2億1,305万円（1.3%）

※10～12ページの数値は端数処理をしていますので、合計が一致しないことがあります。
　詳細は市ホームページに掲載していますのでご覧ください。

平成30年度
田川市の最終予算

286億9,295万円

歳出 286億9,295万円歳入

平成31年４月～
５年間
83.2万円
91.4万円
104.8万円
143.9万円
197.2万円
253.7万円
282.6万円

5人槽
6  ・  7人槽
8～10人槽
11～20人槽
21～30人槽
31～50人槽
51人槽以上

33.2万円
41.4万円
54.8万円

６～８年目

63.2万円
71.4万円
84.8万円
123.9万円
177.2万円
233.7万円
262.6万円

９・10年目

43.2万円
51.4万円
64.8万円
103.9万円
157.2万円
213.7万円
242.6万円

すべての建物用途
すべての人槽

主な補助対象項目 新築の場合

補助対象外

建物用途 専用住宅
人　　槽

本体工事

撤去・配管 ［くみ取り便槽］撤去：６万円、配管：14万円
［単独処理浄化槽］撤去：９万円、配管：30万円

10人槽以下

くみ取り便槽や単独処理浄化槽から
合併処理浄化槽へ転換する場合

1 申請条件 以下の条件が守られている場合に限り、
申請を受け付けます。

 市に浄化槽工事業者として登録された「田川市浄化槽登録工事店」が工事すること。
※登録工事店の一覧は、市のホームページや環境対策課の窓口で確認できます。

2 申請期限 浄化槽工事着工の10日前までに申請が必要です。
 

3 補助金の内容
 

 併処理浄化槽を設置した住民が、維持管理の専門業者と継続して
「浄化槽維持管理一括契約」を結ぶこと。
※合併処理浄化槽の使用中に契約の解除が判明した場合、補助金の返還
　が必要です。 
合併処理浄化槽を設置する前の状態を市が確認できること。
※くみ取り便槽や単独処理浄化槽から合併処理浄化槽へ転換する場合は、
　くみ取り便槽や単独処理浄化槽を撤去する前の状態が確認できなけれ
　ばなりません。

※既に合併処理浄化槽が設置されている場合の入れ替えは、新築の場合と同様です。
※くみ取り便槽や単独処理浄化槽から合併処理浄化槽へ転換する場合は、本体工事の費用に加え撤去・配管設置の費用も補
　助します。本体工事の費用は、平成31年4月以降の5年間であれば最も手厚い補助を受けられますが、6年目から10年目ま
　での間に補助金額が段階的に縮小します。

～田川市個人設置・公的管理型浄化槽設置整備事業費補助金～
　市では、くみ取り便槽や単独処理浄化槽から合併処理浄化槽への「転換」が早急に進
められ、合併処理浄化槽が本来の機能を発揮し続けることができるように、４月から新
たに「田川市個人設置・公的管理型浄化槽設置整備事業費補助金」をスタートしました。
　申請は随時受け付けていますので、以下の条件などを確認して手続きをお願いします。

補助金申請を受け付けています

 ◆問い合わせ　環境対策課 汚水処理対策室（☎85−7160）広報たがわ
H31. 5. 1号
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